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E 33　　 低密度居住地域 の自動 車化について（ 第2 報）一 高齢者の外出行動一

鳴門教育大　 ○湯川 聴子　 石村京子　　　　　山 陽学 園短大　 久世直子

目的： 公共交通網の貧弱な場合、 中年層以下の人々はたとえ経 済的な困 難はあっても、何

と かして 免許を 取ってマイカ ーを 運転しよ うとするので、地域 が自動 車化す ること からこ

うむ るマイナスは比較的小さい。　し かし、 高齢者の場合は免許を取得す ることにも運転す

ること にも困 難が大きく、自由に 外出 ので きない層として、日常生活に制約 が加わること

が多い。 本報告は、公共交通網 の貧弱 な低密度居住地域の高齢 者はど のよう な外出行動上

の特徴があり、 制約を 受けているかを、 鳴門 市の例によ って明らかにしようとし た。

方法：鳴門 市は昭和63 年度にデイ サービ ス・ センターを 建設し、市内 の老人を地区 ごとに

班編成して 専用バ｡スでmm している。メ ンバーは登録制を 取っており比較的元気で 外出意

欲のある老人 か地区ごとに日がわりで集ま ってい る。　これらの老人に対して予 め質問 項目

を 用意した 調査表 に従って聞取り調査を 行った。 調査対象者は合計159 人である。

結果：　ほとんど の老 人が運転免許を持ってお らず、 徒歩・自転車・バ スが利用でき る交通

手段のす べて であ るとい ってよ い。バス柵が貧 弱な地区の場合、自転車に乗 れるか どうか

は重要な要件とな るが、 女性は乗 れない人 も多 く（男 性77% に対して、女性 は　3U し か乗

れない）、 行動範囲 は狭くなり勝ちであ る。若い 世代と同 居の場合も、 仕事 の邪魔になる

ことへの遠慮 から自分の用事のためにマ イカ ーの運転を 頼むということ は極力避け てい る

。昭和36 年に 橋がかかるまでぱ 離島’であり、 今もバスの本数が極端に少 ない高島 地区

の場合 は、 ほとんど島 の中 だけの徒歩圏内で老 人の日 常生活か完結しているが、病 院通い

だけはマ イカ ーに頼ってお り、市中心部 の老人 との生活スタイルの違｡いが みられる。

E 34
イ ギリスの住居管理における住民参加（ 第１報 ）

目白学園女短大　 中島明子

●研究の目的：国及び地方自治体政策及び社会的諸活動の全過程に33 け る住民参加・ 市民

参加は、1960 年 代 後半から各国での重要な関心事として追究されてきた。本研究はそ れら

を背景に展開されてきたイギリスの公営住宅の住居管理における借家人の参加(  Tenant

Participation ）に 関するもので、本報告ではまず住民参加の到達点について述べる。

■ 研究方法：資料収集及び関係機関・住民団体へのヒアリングによる。

■研究結果:1980 年 代以降公営住宅解体政策が進んだとはいえ、イギリ スにおける公営住

宅のストックは大きい。しかし管理状態は必ずしもよいわけではなく 、1950 年代 になると

住民の不満が非常に高まった。その内容は1 ）建物・ 設備の老朽化や湿気問題と未修繕、2 ）

高齢者住宅問題やホ- ムレス、外国人等の増加に伴う住宅割当て、3 ）子ども の非行問題、

4）家賃問題である。これに対して1959 年に は中央住宅勧告委員会が家主である地方自治体

と借家人との関係改善の勧告を出している。本格的に住民参加が検討されるのは60 年 代後

半から70 年 代にかけ てである。この期間には様々な住民の運動が発展し 、他方国・地方自

治体も住居管理における住民参加制度を模索始める。こ れら は1980 年 住 居法の借家人憲章

の中に借家人の権利とし て盛込まれた。その後は国の事業(  PEP) と平 行して、地方自治体

の住宅政策の分権化システムを 採用する自 治体が増え、住居管理におい てより直接的でよ

り 権限をもった住民 参加制度が実施さ れてきている。管理に関 する 住民参加には6 段階が

あるとされているが、現状で最も進んだ形態は、１団地の修繕関係予算を住民に委ねたも

のである。こ れらを援助する機関（ 例えばTPAS ）も 整備されてきている。


